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社会保障制度の概要

２０２２年９月

株式会社 久保総合研究所

年金数理人 久保知行

（社会保障論①）

Ⅰ 社会保障制度の体系
Ⅱ 公的扶助の概観

Ⅲ 社会手当の概観

（教科書『身につく役立つ社会保障』第１章に対応）
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Ⅰ 社会保障制度の体系

＜出所：厚生労働省「社会保障テキスト」＞

望ましくないことが発生する可能性のことをリスクという。

私たちの人生には、自分や家族の病気、障害、失業、死亡
など様々なリスクが潜んでおり、自立した生活が困難になる
リスクを抱えている。

健康で長生きすることは望ましいことであるが、誰にも自分
の寿命はわからないため、老後の生活費が不足するリスク
もある。 また、将来の経済状況や社会状況の中には予測
することが不可能な領域もある。

このような、個人の力だけでは備えることに限界がある生活
上のリスクに対して、幾世代にもわたる社会全体で助け合
い、支えようとする仕組みが社会保障制度である。

＜社会保障とは＞

教2



c 久保知行 2022
2

＜出所：「厚生労働白書（平成24年版）」第３章第１節コラム＞

ゆりかごから墓場まで
“From the Cradle to the Grave”

「ゆりかごから墓場まで」は、第二次世界大戦後の
英国における社会保障政策のスローガン

これは、国民の生活を生涯にわたって支える社会保
障制度のあり方を分かりやすく譬えた言葉で、
日本を含めた各国の社会保障政策の指針となった。

＜社会保障のあり方＞
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＜出所：「厚生労働白書（平成29年版）」第１章第１節＞

日本国憲法第２５条（生存権保障）
第1項 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利

を有する。
第2項 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び

公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。

社会保障制度審議会1950年「社会保障制度に関する勧告」

「疾病、負傷、分娩、廃疾、死亡、老齢、失業、多子その他困窮の
原因に対し、保険的方法又は直接公の負担において経済保障
の途を講じ、生活困窮に陥った者に対しては、国家扶助によって
最低限度の生活を保障するとともに、公衆衛生及び社会福祉の
向上を図り、もって全ての国民が文化的社会の成員たるに値する
生活を営むことができるようにすること」

社会保障制度審議会1993年「社会保障将来像委員会第一次報告」
「国民の生活の安定が損なわれた場合に、国民にすこやかで安心
できる生活を保障することを目的として、公的責任で生活を支える
給付を行うもの」

＜社会保障の定義＞ 教4,54-55
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＜出所：「厚生労働白書平成29年版」第１章第１節＞

目的の変化
「最低限度の生活の保障」

↓

「広く国民に安定した生活を保障するもの」

機能
①生活安定・向上機能

生活のリスクに対応し、国民生活の安定を実現するもの
②所得再分配機能

社会全体で、低所得者の生活を支えるもの
③経済安定機能

経済変動の国民生活への影響を緩和し、経済を安定
させる機能

＜社会保障の目的と機能＞ 教2-4
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＜所得再分配機能の区分＞

＜出所：『身につく役立つ社会保障』図表１－３＞

垂直的再分配 高所得者層から低所得者への再分配。
生活保護が代表的。

税の中でも累進的な所得税では垂直的
再分配機能が高い。

水平的再分配 同一所得階層内での再分配。

加入者の保険料財源を傷病者の治療費
にあてる
医療保険制度などが代表的。

教4
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＜「救貧」と「防貧」＞

＜出所：厚生労働省政策レポート「戦後社会保障制度史」＞

教5-6,53-58
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＜自助・共助・公助＞

＜出所：内閣府「平成24年度 年次経済財政報告」第３章第３節＞
https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je12/pdf/p03032_1.pdf

教59
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＜社会保障制度の体系（社会保険が中核）＞

＜出所：『身につく役立つ社会保障』図表１－１＞

教2
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＜社会保障の区分＞

＜出所：『はじめての社会保障（第17版）』序章冒頭の図＞
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＜社会保障の分類＞

＜出所：厚生労働省政策レポート「戦後社会保障制度史」＞

教5-7
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＜社会保険の特徴＞

＜出所：『身につく役立つ社会保障』第１章第１節３＞

国家責任、国家管理：保険の運営主体が地方公共団体や公的団体（健康
保険組合など）であっても、最終的な責任は国家にある。

公的負担：保険制度の管理運営に要する費用は基本的に国家が負担する。
また、財源として国や地方公共団体の一般財源（公費）が投入されることが
ある。

強制加入：疾病等の想定される貧困に陥る危険性のある生活上の問題にあ
らかじめ備える制度であるから、対象者をもれなく強制加入させる必要があ
る。このため加入者の範囲を法律で定め、当事者の任意の加入脱退を認め
ない。これが社会保険の最大の特色であるということができる。

負担能力に応じた保険料設定：低所得者など負担能力が低い人も保険に
加入するため、加入者のリスクの大きさよりは、負担能力に応じて保険料が
設定される。さらに、制度によっては保険料免除や猶予の仕組みもある。

教5
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＜社会保険と民間保険との対比＞

＜出所：厚生労働省：平成24年版白書第３章第３節＞

教204-205



c 久保知行 2022
13

Ⅱ 公的扶助の概観

＜出所：内閣府「ユースアドバイザー養成プログラム」第４章＞
(https://www8.cao.go.jp/youth/kenkyu/h19-2/html/4_1_2.html)

公的扶助制度は社会保障制度の⼀つとして，社会保険制度と並び国⺠・住⺠
生活を保障するものである。社会保険制度は，生活上の困難がもたらす⼀定の
事由（保険事故）に対して，保険技術を⽤い，被保険者があらかじめ保険料を
拠出し，保険者が給付を⾏う公的制度であり，防貧的機能を有している。
それに対して，公的扶助制度は，国⺠の健康と生活を最終的に保障する制度と
して位置づけられ，その特徴として，貧困・低所得者を対象としていること，
最低生活の保障を⾏うこと，公的責任で⾏うこと，資⼒調査あるいは所得調査
をともなうこと，租税を財源としていること，救貧的機能を有していることな
どが挙げられる。
公的扶助制度は，⼤きくは，資⼒調査を要件とする貧困者対策と，所得調査

（制限）を要件とする低所得者対策の二つがある。
前者の貧困者対策には，⽣存権を実現する⽣活保護制度がある。生活に困窮し
ている国⺠すべてに対して，健康で⽂化的な最低限度の生活を保障する制度で
あり，その上で積極的にそれらの⼈々の社会的⾃⽴を促進する相談援助・⽀援
活動を⾏うよう定められている。後者の低所得者対策には，公的扶助と社会保
険の中間的性格を持つ社会⼿当制度，⺠生委員の相談援助活動を通して資⾦の
貸付を⾏う生活福祉資⾦貸付制度，低所得層を中⼼に住宅を提供する公営住宅
制度等がある。

教8-9
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＜生活保護制度の基本原理・原則＞

＜出所：『身につく役立つ社会保障』第１章第２節＞

国家責任による最低生活保障の原理：国は、生活に困窮するすべての国
民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生
活を保障するとともに、その自立を助長します。

保護請求権無差別平等の原理：性別、社会的身分等はもとより、生活困窮
におちいった原因を一切問わず、もっぱら生活に困窮しているかどうかとい
う経済状態だけに着目して行います。

健康で文化的な最低生活保障の原理：憲法で定められた、健康で文化的
な生活水準を維持することができる、最低限度の生活が保障されます。

保護の補足性の原理：自分の資産、能力、その他あらゆるものを活用し、さ
らに私的扶養及び他の法律による給付を優先して活用し、それでも最低限
度の生活が維持できない場合、その不足分を補います。

申請保護の原則：保護は、要保護者、その扶養義務者またはその他の同居の親族の申請に基づいて開始されます。

基準及び程度の原則：保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その
者の金銭または物品で満たすことができない不足分を補う程度において行います。

必要即応の原則：保護は、要保護者の年齢別、性別、健康状態等その個人または世帯の実際の必要の相違を考慮して
、有効且つ適切に行います。

世帯単位の原則：保護は、世帯を単位として、必要かどうかの判断や、保護の程度の決定をします。

教8-9



c 久保知行 2022
15

＜生活保護制度の概要①＞

＜出所：「生活保護制度の概要等について」p2＞
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＜生活保護制度の概要②＞

＜出所：「生活保護制度の概要等について」p3＞
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＜出所：「生活保護制度の概要等について」p11＞
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（参考）

柏木ハルコ
『健康で文化的な最低限度の生活』

現在第１１巻まで発刊 (ビッグコミックス)

生活保護制度を題材とした珍しいマンガで、
テレビドラマ化もされた。
イメージ的に分かりやすい。

「ピッコマ」で無料閲覧が可能とされている。
https://piccoma.com/web/product/5596?etype=episode
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Ⅲ 社会手当の概観
社会⼿当は，社会保険と公的扶助（生活保護制度）の中間的性格を持つ，

無拠出の，すなわち保険料などを納めなくても受け取ることができる，現⾦
給付を指している。それは，所得制限のある選別的⼿当と所得制限のない普
遍的手当に分かれ，わが国の⽀給する社会手当は，恩給や戦争犠牲者援護な
どを除き，選別的社会手当である。

手当名称 支給対象 受給資格者
児童手当 中学校修了までの国内に住所

を有する児童(15歳に到達後の
最初の年度末まで)

監護⽣計要件を満たす⽗⺟等
児童が施設に入所している場合は
施設の設置者等

児童扶養手当 18歳に達する日以後の最初の
３月31日までの間にある児童
（障害児の場合は20歳未満）

監護する⺟、監護し、かつ⽣計を
同じくする⽗又は養育する者（祖
⽗⺟等）。

特別児童扶養手当 20歳未満で精神又は身体に障
害を有する児童

監護、養育している⽗⺟等

特別障害者手当 精神又は身体に重度の障害を有するため、日常⽣活において常時
の介護を必要とする状態にある在宅の20歳未満の者

障害児福祉手当 精神又は身体に著しく重度の障害を有するため、日常⽣活におい
て常時特別の介護を必要とする状態にある在宅の20歳以上の者

＜出所：内閣府「ユースアドバイザー養成プログラム」第４章＞
(https://www8.cao.go.jp/youth/kenkyu/h19-2/html/4_1_2.html)

教10-12
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＜児童手当制度の概要＞

＜出所：内閣府HP (https://www8.cao.go.jp/shoushi/jidouteate/gaiyou.html)＞

教10-11
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（児童手当制度の改定）

＜出所：内閣府HP (https://www.cao.go.jp/houan/pdf/204/204_2gaiyou.pdf)＞



c 久保知行 2022
22

＜児童扶養手当制度の概要＞

＜出所：厚生労働省HP (https://www.mhlw.go.jp/content/000945592.pdf)＞

教11-12
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＜特別児童扶養手当の概要＞

＜出所：厚生労働省HP (https://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/jidou/huyou.html)＞

1 目的

精神又は身体に障害を有する児童について手当を支給することにより、これらの
児童の福祉の増進を図ることを目的にしています。
2 支給要件

20歳未満で精神又は身体に障害を有する児童を家庭で監護、養育している父母
等に支給されます。
3 支給月額（令和４年4月より適用）
1級 52,400円 2級 34,900円

4 支払時期
特別児童扶養手当は、原則として毎年4月、8月、12月に、それぞれの前月分まで

が支給されます。
5 所得制限

受給資格者（障害児の父母等）もしくはその配偶者又は生計を同じくする扶養義務
者（同居する父母等の民法に定める者）の前年の所得が一定の額以上であるときは
手当は支給されません。
6 支給手続
住所地の市区町村の窓口へ申請してください。

教12
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＜障害児福祉手当の概要＞

＜出所：厚生労働省HP (https://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/jidou/hukushi.html)＞

1 目的

重度障害児に対して、その障害のため必要となる精神的、物質的な特別の負担
の軽減の一助として手当を支給することにより、特別障害児の福祉の向上を図る
ことを目的としています。
2 支給要件

精神又は身体に重度の障害を有するため、日常生活において常時の介護を必
要とする状態にある在宅の20歳未満の者に支給されます。
3 支給月額（令和４年4月より適用） 14,850円
4 支払時期
障害児福祉手当は、原則として毎年2月、5月、8月、11月に、それぞれの前月分

までが支給されます。
5 所得制限

受給資格者（重度障害児）の前年の所得が一定の額を超えるとき、もしくはその
配偶者又は受給資格者の生計を維持する扶養義務者（同居する父母等の民法に
定める者）の前年の所得が一定の額以上であるときは手当は支給されません。
6 支給手続
住所地の市区町村の窓口へ申請してください。

教12
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＜特別障害者手当の概要＞

＜出所：厚生労働省HP (https://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/jidou/tokubetsu.html)＞

1 目的

精神又は身体に著しく重度の障害を有し、日常生活において常時特別の介護を必要
とする特別障害者に対して、重度の障害のため必要となる精神的、物質的な特別の負
担の軽減の一助として手当を支給することにより、特別障害者の福祉の向上を図るこ
とを目的にしています。
2 支給要件

精神又は身体に著しく重度の障害を有するため、日常生活において常時特別の介
護を必要とする状態にある在宅の20歳以上の者に支給されます。
3 支給月額（令和４年4月より適用） 27,300円
4 支払時期
特別障害者手当は、原則として毎年2月、5月、8月、11月に、それぞれの前月分まで

が支給されます。
5 所得制限

受給資格者（特別障害者）の前年の所得が一定の額を超えるとき、もしくはその配偶
者又は受給資格者の生計を維持する扶養義務者（同居する父母等の民法に定める者
）の前年の所得が一定の額以上であるときは手当は支給されません。
6 支給手続
住所地の市区町村の窓口へ申請してください。

教12
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＜参照資料＞
椋野美智子・田中耕太郎『はじめての社会保障（第17版）』（有斐閣アルマ）

厚生労働省

社会保障テキスト
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000051472.html）

厚生労働白書
平成24（2012）年版（社会保障を考える）

（https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/12/）

平成29（2017）年版（社会保障と経済成長）
（https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/17/）

政策レポート「戦後社会保障制度史」
（https://www.mhlw.go.jp/seisaku/21.html）

社会保障審議会生活保護基準部会
「生活保護制度の概要等について」（2021年4月27日参考資料）

（https://www.mhlw.go.jp/content/12002000/000771098.pdf）

日本年金機構「知っておきたい年金のはなし」
（https://www.youtube.com/watch?v=ZxBrrUVIlGE）


